
初動体制の構築 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

 

02 役割やルールを決めている例                                                     事例番号 006 
大分と東京とを結ぶ事業継続計画 

データバックアップを顧客にも働きかける 

 

■取組主体 株式会社エイビス ■取組の実施地域 東京、九州 

■業種 情報サービス(IT 業) ■取組関連 URL http://www.aivs.co.jp/index.html 

 

  取組の概要                                                 
大分本社と東京支店と連携させた事業継続計画 

 ソフトウェア開発などを行っている株式会社エイビスでは、東日本大震災を機に、大分本社と東京

支店を連携させ、両者による「事業継続計画」の策定を策定した。 

 「負傷者を出さない、解雇者を出さないこと」「大規模災害時における中核事業の復旧時間 20 日以

内」「大分、東京間の資産（システムを含むデータ）を冗長化し、顧客サービスの確保を図る」の 3

点を基本方針とし、マニュアルに沿った、定期訓練を行うことによって、大規模自然災害に対する

企業・社員自身の災害対応力の向上を図っている。 
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  取組の特徴                                                 
東日本大震災をきっかけに取組を始める 

 東日本大震災時、同社の取引先において、大切な社員や設備を失った企業や、事業復旧の遅れから

事業縮小し従業員を解雇した企業などが発生した。また同社の東京支店社員においても、帰宅困難

となったことをきっかけに、大分での就業を希望し地元に戻る事例が発生した。このことから、大

規模自然災害への事前対策の重要性を感じ、事業継続計画の策定の取組を始めた。 

 まず、代表者を本部長とした BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）の代表メンバー4

名を選定し（その他各部署から：大分 8 名、東京 2 名）、基本方針、事業継続対応、インシデント

対応、運用支援、管理活動に関する BCP マニュアルを作成した。 

 

事業継続計画を運用する上での苦労 

 BCP マニュアルを策定はしたものの、実際の運用となると計画どおりにはいかないということを痛

感している。例えば、大分と東京で地理的に離れているため、互いに現地の状況（地震や台風の緊

急度）が把握しにくく、計画どおりに安否確認メールの発信が出来なかったことなどがあった。 

 本社側の権限を東京に一部移すなど、より実践的なBCPへの変更を現在検討しているところである。

また今後の課題として、「備蓄すべき備蓄品の定期的な費用確保と保管管理（マニュアルに定める

備蓄品：28 品目）」「『災害情報収集先』や『従業員携帯カード』などをコンパクトにする」「定期訓

練を計画通りに行い、『災害は来る』という一定の認識を維持する」などを認識しており、今後の

取組に生かしていく予定である。 

 

自社システムのバックアップを顧客にも活かす 

 自社の事業継続計画の一環として、大分本社の情報と東京支店の社内データを相互にバックアップ

を取って補完し合えるようにした。そして、どちらかが被災しても片方に完全な（最新の）データ

が保管されているよう同期を確実にした。 

 大分本社と東京支店間でのデータバックアップの仕組みを、顧客と大分本社、もしくは顧客と東京

支店の間にも応用することで、顧客の事業継続支援へと横展開している。 

 顧客にデータバックアップの重要性を改めて案内するため、リーフレットを作成し、全ての顧客へ

の訪問都度に説明を行った。特に水質データ、大気観測データなど過去データに重きを置くシステ

ムを利用する顧客には、提携先のデータセンターを活用したバックアップを促している。 

 

  平時の活用                                                 

普段から安否確認に活用することで、災害時の実効性を高める 

 BCP マニュアルは、大分本社の 2 か所、東京支店の 1 か所に常設し、誰でもが見ることが出来るよ

うにしている。また、毎年 3 月、9 月に避難訓練を実施している（社員へのメール発信、出張者・

移動者の安否確認、避難場所への移動）。これにより、社員のメールアドレスの変更有無などを確

認している。 
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 また台風発生時などにおいても、公共交通機関への影響度合いを考慮した安否確認を行っている。

 

  防災・減災以外の効果                                   

 営業面において、顧客システムの保守項目にバックアップの項目を追加したことで事業範囲が拡大

したほか、顧客のバックアップシステム構築を受注するなど売上増大につながっている。 

 

  周囲の声                                                   

 もともと大分県のニュービジネス発掘・育成事業の認定などで同社とは付き合いがあり、県として

も平成 24 年から BCP 策定マニュアルを HP に掲載するなど、民間企業の強靭化に資する取組を推進

する中で同社に BCP 策定のお声がけをした。また、同社は臨海部に立地していたことから、その移

転についても助言し、平成 27 年 3 月に移転に至った。今後も民間企業への支援を拡大させていく

予定である。（地方公共団体） 

 

 

 

 

 

 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

02 役割やルールを決めている例 / その他の事例 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

事業エリア2.5km圏内に防災要員用社宅を設置  事例番号010 森ビル株式会社 

■業種：不動産業   ■取組の実施地域：東京都(港区) 

 森ビル株式会社では、「逃げ出す街から逃げ込める街へ」を標榜し、①震災対策要綱の策定、②防

災組織体制の構築、③災害時の情報収集システムの構築など、災害時に全社で迅速な復旧活動に対

応できる体制の構築に取組んでいる。 

 このうち震災対策要綱の策定は、平時の対策および地震発生時の対応・行動基準等について規定す

ることを目的としており、『東京都 23 区 震度 5 強以上』で、自動的に「震災対策本部」を立ち上

げ、情報収集、緊急時の判断、指示、応援を行う体制を構築している。 

 防災組織体制としては、事業エリアの 2.5km 圏内に防災要員社宅（約 100 名の防災要員）を置き、

有事の際に迅速な初動活動が行える体制を整えている。また、震災時には約 1,400 名の全社員が活

動できるよう、日頃から災害を想定した訓練（体験訓練・徒歩訓練・安否確認訓練等）を実施して

いる。社員には普通救命講習資格の取得を義務づけ、人命救助を最優先とした対策を講じている。

 また、災害時の情報収集システム「災害ポータルサイト」を独自に開発し、それにより、全管理物

件（100 棟以上）の被害状況及びビル係員安否、エレベーター閉じ込め被害、備蓄資機材の情報等

を一元管理している。 

 


